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㉒ 自然環境の保全
  取り組みの方向性  

〇※低炭素・循環型社会の実現に取り組むとともに、CO２などの温室

効果ガスの削減により自然環境の維持・保全に取り組みます。

○美しい自然環境を保全するため、地域住民や関係団体との協働によ

る環境美化運動に取り組みます。

〇違法焼却やごみの不法投棄による環境汚染の防止体制の強化に取

り組みます。

  主な取り組み  

◇温室効果ガス削減の取り組み

2020年に大川市地球温暖化対策実行計画を改定し、市有施設に

おける温室効果ガスの削減に取り組みます。

◇地域団体等の協働による清掃活動の推進

地域の環境美化に取り組む市民団体や地域住民と協働して、全市

一斉美化運動などの清掃活動に取り組むとともに、市報により、参

加する団体や市民を増やすための意識啓発に取り組みます。

◇公害対策・不法投棄対策の推進

快適で健康的な生活環境を保全するため、福岡県及び近隣市町と

協働し、公害等の発生の防止と自然環境汚染に対する監視の強化に

取り組みます。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

大川市地球温暖化対策実行計画の推進
（温室効果ガス（CO2）排出量）

2018年度 3,590トン 3,375トン

全市一斉美化運動の参加者数 2018年度 11,000人 11,500人

〈関連するSDGs〉

〈関連する個別計画〉
「大川市地球温暖化対策実行

計画」

※注釈

「低炭素・循環型社会」
：二酸化炭素の排出を大幅に

削減する社会を目指す「低
炭素社会」と、有限である資
源を効率的に利用するとと
もに再生産を行って、持続可
能な形で循環させながら利
用していく社会である「循
環型社会」の両立を目指す
社会。
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３ 環境 基本目標３ ～人と自然に調和した都市空間を「共創」するまち～

（１）環境保全の推進



㉓ 景観・まち並みの保全
  取り組みの方向性  

○地域の歴史的特色を活かしたまち並み景観の保全に取り組み、交

流拠点としての活用やイベント開催による賑わい創出に取り組みま

す。

○市内に点在する自然・歴史的資源について、保全を図りながら観光

資源としての活用に取り組みます。

  主な取り組み  

◇歴史的資源やまち並みの保全

小保・榎津地区（旧柳河藩・旧久留米藩の藩境のまち）において

は、伝統的建築物等の修理や修景に対する補助など歴史的まち並

み景観の整備・保全に取り組みます。

◇自然・歴史的資源の保全と情報発信

国の重要文化財に指定され、筑後川のシンボルとも言える筑後川

昇開橋の保全による景観の形成に取り組みます。また、ホームページ

やSNSを活用した情報発信・イベント等の開催を通じて観光誘客を

図るとともに、市民による価値の再認識と「郷土に対する誇り」の醸

成につなげます。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

旧吉原家住宅年間の入館者数（再掲） 2016年度 4,412人 10,000人

筑後川昇開橋通行者数（テラッツァ含む）
（再掲）

2018年度 75,864人 100,000人

総合戦略 〈関連するSDGs〉

〈関連する個別計画〉
「大川市観光振興計画」

「大川市都市計画マスタープ
ラン」
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（２）低炭素・循環型社会の形成

㉔ ごみの減量化
  取り組みの方向性  

○環境に配慮した低炭素・循環型社会の実現に向けて、３R（リデュー

ス：発生の抑制・リユース：資源の再利用・リサイクル：再資源化）を

推進し、食品廃棄物の排出抑制や容器包装ごみの資源化に取り組

みます。

○園児や児童を対象とした清掃センターの施設見学や環境学習の機

会を提供することで、幼児期からごみの減量や自然環境の大切さを

理解する取り組みを行います。

○清掃センターについて、施設の管理運営も含めたごみの処分方法の

基本的な方針を決定します。

  主な取り組み  

◇ごみの減量化と資源化の推進

家庭での生ごみや宴会時等での食べ残しの減量及び容器包装

（プラスチック、紙、ビン、ペットボトル等）の分別収集の徹底を推進

し、「ごみを出さない」「資源の再利用・再資源化」に市全体で取り

組みます。

◇環境学習・環境教育の推進

園児・小学生を対象とした施設見学や環境に関するイベントやセ

ミナーを開催し、市民の意識向上と地域団体の自主活動の拡充に取

り組みます。

◇ごみ処分方法の方針決定に向けた取り組み

現清掃センター稼働終了後のごみ処分方法について2024年度ま

でに施設の管理運営を含め検討し、施設のあり方を明確化します。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

ごみの総排出量 2018年度 9,911トン 8,760トン

ごみの資源化量（焼却灰資源化含） 2018年度 2,163トン 2,703トン

総合戦略 〈関連するSDGs〉

〈関連する個別計画〉
「大川市ごみ処理基本計画」

「大川市清掃センター長寿命
化計画」
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㉕ 食育・地産地消の推進
  取り組みの方向性  

○各ライフステージに合った食育の推進を通して、市民の健康増進を

図ります。

○子ども達が望ましい食生活の実践を通して、心身ともに豊かに成長

していけるよう、家庭・地域と連携して食育を推進します。

○地域内における生産者と消費者の結びつきを強化し、消費者の需要

に対応した生産を行うこと等を通して、地域農水産物の消費拡大を

目指します。
※本内容は、食育基本法第18条第1項に基づく「市町村食育推進計画」及び

地域資源を活用した農林漁業者による新事業の創出等及び地域の農林水

産物の利用促進に関する法律第41条第1項に基づく「地産地消促進計画」

として位置づけます。

  主な取り組み  

◇市民に対する食育の推進

市民健康相談や乳幼児健診において、参加者や保護者に対して食

の大切さを啓発するとともに、食生活改善推進員活動により、食生

活を通じた健康増進に取り組みます。

◇子どもの発育期における食育の推進

学校給食を生きた教材として食育指導の中心とするとともに、地域

の人材を活用した体験授業を実施し、食に関する指導の充実に取り組

みます。また、親子料理教室、調理講習会の開催や朝食摂取を含めた

食育通信の配布を通して、保護者への食育の啓発に取り組みます。

◇地元消費拡大を目的とした生産・販売品目の拡大

市内の各家庭や飲食店における大川産食材の消費拡大を目的に、

市内※インショップや近隣農産物直売所向けの生産者拡大を進めて

いくとともに、多様な消費者ニーズへ対応していくため、特色ある珍

しい野菜類の導入や農漁業者等による地域資源を活用した※６次産

業化への取り組み推進など、関係機関と連携して取り組みます。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

朝食を毎日食べている児童生徒数の割合 2018年度
小学生93.8%
中学生91.2%

小学生100%
中学生100%

〈関連するSDGs〉

※注釈

「インショップ」
：店内店舗。デパートやスー

パーなど大型の商業施設の
一角にある顧客層・品揃え
を絞った売り場。

「6次産業化」
：農林水産業の生産（第一次

産業）、食品加工（第二次産
業）、流通販売・情報サービ
ス（第三次産業）の一体化
を推進して、地域に新たな
食農ビジネスを創出しよう
とする取り組み。
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㉖ 住環境
  取り組みの方向性  

○住宅に困窮する低所得者だけでなく、高齢者や障がい者（児）、子育

て世帯などが住まいに困ることなく安心して快適に生活を送れるよ

うにするために、住宅政策の中心となる市営住宅について、需要に

対応する供給を図り、適正な維持管理を行います。

〇所有者等の相続、転勤などにより適正な維持管理ができない空家

や老朽危険家屋など生活環境に影響のある住宅に対して、危険家屋

の除却や空き家の利活用など、空家対策による適正管理に取り組み

ます。

  主な取り組み  

◇市営住宅長寿命化などの推進

市民ニーズや人口規模に合わせて、老朽化する市営住宅の長寿命

化改修を行うとともに、高齢者や障がい者が住みやすい住宅にする

ため、スロープや手すりの設置等に取り組みます。

◇空家・家屋の適正管理の推進

所有者等への啓発・状況の周知による意識づけとともに、活用で

きる空家については関係機関と連携した相談体制を構築し、利活用

などに取り組みます。また、老朽危険家屋の除却に対する費用の一

部を補助することにより、危険な空家の除却等に取り組みます。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

公営住宅整備（長寿命化）進捗率 2018年度 46.0% 80.0%

老朽危険家屋等の年間除却補助件数 2018年度 40件 40件

〈関連するSDGs〉

〈関連する個別計画〉
「大川市市営住宅等長寿命化

計画」
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（３）生活環境の充実



㉗ 道路
  取り組みの方向性  

○有明海沿岸道路とアクセス道路及び県道の広域的幹線道路の整備

促進を図ります。

○幹線道路と生活道路の整備を進めるとともに、老朽化した道路施設

の適切な維持管理を進め、安全で快適な道路環境の整備に取り組

みます。

  主な取り組み  

◇広域道路網の整備

有明海沿岸道路の早期事業完了に向けて国・県と連携し整備促進

を図ります。また、県と連携して、有明海沿岸道路へのアクセス道路

や市内の広域幹線道路の整備促進を図り、道路ネットワークの充実

に取り組みます。

◇安全で快適な道路環境の整備

市道について、計画的に幹線系道路等の整備・改修に取り組みま

す。また、安全で快適な道路環境を形成し、市民の安全を確保する

ため、地域との協議を行いながら、生活道路の適切な維持管理を図

り、橋梁・舗装等の長寿命化を推進します。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

広域幹線道路整備状況（整備率） 2018年度 25.5% 68.6%

市道整備状況（改良率） 2018年度 58.1% 60.8%

市道整備状況（舗装率） 2018年度 75.7% 79.0%

〈関連するSDGs〉

〈関連する個別計画〉
「大川市橋梁長寿命化修繕計画」
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㉘ 公園・クリーク
  取り組みの方向性  

○総合公園として中心市街地に設置されている大川中央公園をリ

ニューアルするとともに、各公園の施設においては、老朽化に伴う改

修など適切な維持管理に取り組みます。

○大川市独自の景観となっているクリークの機能の維持保全のため、

地域との協働による環境美化や整備に取り組みます。また、地域の

美化に取り組む団体への支援についての周知を進め、生活空間の美

化活動に取り組む団体の増加を促進します。

  主な取り組み  

◇大川中央公園リニューアル事業の推進

公園へのアクセス性向上等を図り、中心市街地にある貴重な公共

空間として、開放感にあふれ、安全で快適に利用できるように公園

のリニューアルに取り組みます。また、各公園の老朽化した施設等に

ついては、改修や撤去によって適切な維持管理に取り組みます。

◇クリークの整備・協働による環境美化

クリークは先人が築いた農耕文化遺産であり、現在のクリークは

農業用の用排水だけではなく、地域全体の雨水、生活排水や防火用

水などに利用され、市民生活に非常に重要な役割を果たしていま

す。そのクリークへの関心を高めるため、クリーク関係団体と連携

して、啓発を図ります。また、クリークの基本的な維持管理である浚

渫・雑草除去を、地域との協働により進めるとともに、クリークの機

能の低下した箇所については、順次整備に取り組みます。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

大川中央公園（運動広場・テニスコート）
の年間延べ利用者数

2018年度 44,592人 46,000人

地域による水路清掃共同作業人員数 2018年度 9,174人 10,000人

〈関連するSDGs〉

〈関連する個別計画〉
「大川市生活排水処理基本計画」

68

３ 環境 基本目標３ ～人と自然に調和した都市空間を「共創」するまち～

（３）生活環境の充実



㉙ 上下水道
  取り組みの方向性  

○市民生活に欠かせない水道水をいつでも安心して使えるよう、安定
的に持続できる事業運営に取り組みます。

○生活環境の整備として、未だに多くの市民が汚水処理施設を利用で
きない状況にあるため、公共下水道の未普及解消を推進します。

○中長期的な公共下水道施設全体の常態を予測しながら、維持管理・
改築を一体的に捉え、計画的・効率的な管理に取り組みます。

  主な取り組み  

◇安全な水道水の供給

福岡県南広域水道企業団と連携した定期的な水質検査を行い、
安全な水道水を供給します。

◇上水道施設の維持管理

2020年度より基幹管路である送水管の更新事業に取り組みま
す。今後、主要な管路の更新や耐震化について計画を策定し、継続
的な事業として取り組みます。また、配水場においても更新計画を
策定して計画的な更新や補修に取り組みます。

◇公共下水道事業及び下水道事業計画区域外における浄化槽設置整

備事業の推進

汚水処理施設未普及地域の早期解消と既計画における長期的な観
点より、2035年度を目途とした事業推進を図り、公共下水道の供用
開始された区域に対しては、加入の要請に努めて水洗化を促進しま
す。また、下水道事業計画区域外については、大川市生活排水処理基
本計画に基づき、浄化槽設置整備事業に取り組みます。

◇公共下水道施設の維持管理

公共下水道施設全体の改築・更新については、持続可能な機能確
保を図るため、調査・点検を踏まえ更新計画等を策定して、施設の適
切な維持管理に取り組みます。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

上水道※基幹管路耐震適合率 2018年度 0.30% 32%
公共下水道供用開始区域（計画区域272ha） 2018年度 222ha 262ha
公共下水道普及率 2018年度 26.1% 29%
水洗化率（公共下水道加入率） 2018年度 67.4% 73%

〈関連するSDGs〉

〈関連する個別計画〉
「大川市上水道事業経営戦略」

「大川市水道事業簡易支援
ツールを活用したアセット
マネジメント」

「大川市汚水処理構想」

「大川市公共下水道事業経営
戦略」

※注釈

「基幹管路耐震適合率」
：耐震適合性のある基幹管路

（導水管、送水管、配水本
管）の総延長を基幹管路の
総延長で割り出した率
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㉚ 適正な土地利用
  取り組みの方向性  

○今後の人口減少・高齢化に対応し、持続可能な経済活動や居住環境

を実現するために、都市の中心拠点（中心市街地）や地域拠点に都

市機能や人口を集積し、暮らしやすい都市づくりを推進します。

○適正な土地利用のための基盤づくりを実施します。

  主な取り組み  

◇都市的土地利用の適正化

医療、福祉、商業等の都市機能を誘導する区域、居住を誘導する

区域など都市機能や居住に関して指針となる「立地適正化計画」の

策定に取り組みます。また、大川市特有の「※特別工業地区」等につ

いては、居住環境の改善と工場等の適切な規制・誘導に基づく、土

地利用の適正化に取り組みます。

◇農業振興地域の土地利用の充実

認定農業者や新規就農者への農地集積・集約化を進め、農地のフ

ル活用と生産環境の整備による生産性向上に取り組みます。また、

遊休農地の発生防止・解消に向けた取り組みを促進します。

◇※地籍調査の推進

地籍調査の早期完了を目指します。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

※住工混在地区解消後の面積 2018年度 302ha 250ha

農業振興地域内における遊休農地率 2018年度 0.15% 0.15%

地籍調査の進捗率 2018年度 9.65% 50%

〈関連するSDGs〉

〈関連する個別計画〉
「大川市農業振興地域整備計

画書」

「大川市都市計画マスタープ
ラン」

「大川市国土調査事業基本計画」

※注釈

「特別工業地区」
：用途地域内の一定の地区に

おける環境保護を図る目的
で、当該用途地域の指定を
補完的に定める地区。

「地籍調査」
：主に市町村が主体となって、

一筆ごとの土地の所有者、
地番、地目を調査し、境界の
位置と面積を測量する調査。

「住工混在地区」
：住居と工場が一定の地域内

に混在している地区。
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３ 環境 基本目標３ ～人と自然に調和した都市空間を「共創」するまち～

（３）生活環境の充実
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４ 行政経営
基本目標４
～接続可能なまちづくり～



（１）総合計画・総合戦略の推進
㉛ ＳＤＧｓの理念に基づいた計画推進

（２）行財政運営
㉜ 行財政改革
㉝ 公共施設最適化
㉞ 連携体制

（３）市民との協働
㉟ 市民（地域団体・ＮＰＯ・民間事業者等）との協働



㉛ ＳＤＧｓの理念に基づいた計画推進
  取り組みの方向性  

○職員一人ひとりがSDGsの理念を理解し、「誰一人取り残さない」と

いうSDGsの視点で職務を遂行し、市民や地域も含め、市全体とし

てSDGsの達成に向け、理解促進に取り組みます。

○総合計画・総合戦略・各個別計画にSDGsの視点を取り入れ、計画

の円滑な施策の進行管理を行うことで、目標達成に向けて全庁的に

取り組みます。

  主な取り組み  

◇SDGsの普及・啓発

全職員対象の研修を実施し、SDGsに対する理解を促進するとと

もに、市民・地域にSDGsが普及するように、ホームページや市報等

を活用し、情報発信に取り組みます。

◇SDGsの理念による各計画の推進

総合計画の下に位置づけている各分野の個別計画等にSDGsの

視点を取り込むことで順次反映し、SDGsの理念のもと、各計画・事

業の推進に取り組みます。また、事業の進行管理ができる指標の設

定を行い、常に事業の結果を検証し、事業評価と改善に取り組むこ

とで、目標達成に向けて全庁的に取り組む体制を構築し、各計画の

円滑な進行管理と事業改善を実施します。

〈関連するSDGs〉総合戦略

〈関連する個別計画〉
「市が策定する全ての個別計画」
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４ 行政経営 基本目標４ ～持続可能なまちづくり～

（１）総合計画・総合戦略の推進



㉜ 行財政改革
  取り組みの方向性  

○厳しい財政状況の中、新たな行政課題や複雑化・高度化する行政

ニーズに柔軟に対応し、最小のコストで最大の効果を発揮できるよ

う、効果的・効率的な行政運営に取り組み、持続可能で安定的な財

政基盤の確立を目指すとともに、職員一人ひとりの意欲・能力を最

大限に発揮できる人材育成に取り組み、質の高いサービスの提供を

目指します。

　また、「仕事と生活の調和」が図られ、職員がいきいきと働くことが

できる職場環境を実現し、適正な組織体制の検証と効果的・効率的

な職員配置・定員管理を実施します。

○市の行政事務や公共施設の管理運営について、民間委託や指定管

理者制度等の民間活力を活用し、効果が見込める事務や施設には

順次導入します。

○ふるさと納税制度の推進により、さらなる自主財源の確保に取り組

みます。

  主な取り組み  

◇効果的・効率的な財政運営

費用対効果の検証を行うことで、事業の効率化と行政運営コスト

の節減に取り組み、財政面から行財政改革を推進するとともに、使

用料・手数料算定の基本的な考え方や受益者負担割合の見直しな

ど、安定した財源の確保に取り組みます。

また、まちづくりビジョン実現のための重要施策に「選択と集中」

による財源の配分を行うことで、より質の高い市民サービスの提供

に取り組みます。

◇市民ニーズに的確に対応する職員の育成と働きやすい環境の整備

発揮した能力と挙げた業績の両面から評価する人事評価制度を

実施し、任用、給与等の人事管理の基礎として活用することで、職員

の意識改革や組織全体の士気高揚を図り、公務能率の向上につな

げ、市民ニーズに的確に対応できる質の高い職員の育成に取り組み

ます。

また、職員の能力を最大限に発揮するため、職員の健康管理の充

実を図り、男女問わず、育児や介護をしながらでも安心して継続的

に働くことができ、育児休暇の取得がしやすい職場環境の整備を行

〈関連するSDGs〉

〈関連する個別計画〉
「大川市人材育成基本方針」

75

基
本
計
画（
行
政
経
営
）

（２）行財政運営



うとともに、社会情勢を鑑みて、簡素で機能的に運用していく適切

な組織体制を構築し、効果的・効率的な職員配置や定員管理を行う

ため、次期定員管理適正化計画を策定し、職員数の適正化に取り組

みます。

◇業務委託等の検討・推進

行政事務の中で、民間事業者への委託や指定管理者制度を活用

することで市民サービスの向上やコスト縮減が図れる事業について

は、積極的にその活用を検討し、委託等を推進します。

◇ふるさと納税の推進

ふるさと納税を推進し、学力向上、産業振興、子育て支援、高齢者

支援、移住・定住促進などの事業に活用するための自主財源の確保

に取り組み、事業の充実やサービスの質の向上・関係人口の増加等

に取り組みます。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

※経常収支比率 2018年度 94.6% 92.1%

男性職員の育児休業の取得率 2018年度 0% 10%

ふるさと納税の寄附金額 2018年度 6.6億円 10億円

（２）行財政運営

※注釈

「経常収支比率」
：地方税や普通交付税など毎

年の収入に対し、人件費や
扶助費など決まった支出が
占める割合。
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４ 行政経営 基本目標４ ～持続可能なまちづくり～



㉝ 公共施設最適化
  取り組みの方向性  

○大川市公共施設等総合管理計画に基づき、施設（建築物）保有量

（床面積）の34%削減を目標に、施設の長寿命化、更新、解体、売

却等含めて、今後10年間の公共施設再編計画を策定し、長期的な施

設の管理運営に取り組みます。

○未利用・低利用財産については、貸付や売却を積極的に行い、管理

運営コストの低減を図ります。

  主な取り組み  

◇優先度の設定による維持管理の推進と施設の運営方法の見直し

公共施設の老朽化や改修状況等をもとに優先度を判断し、早期に

検討すべき施設については、個別計画を策定し、施設の適正な管理

の実施や財政負担の軽減及び平準化に取り組みます。また、公共施

設の管理運営方法について、施設の稼働率や提供される市民サービ

スの内容を精査・検討し、民間委託や※ＰＦＩ、※指定管理者制度等

の民間活力の活用により、民間事業者と連携して実施できる事業に

ついては連携して取り組み、需要に応じた市民サービスの提供と維

持管理運営費用のコスト削減に努め、適切な施設運営に取り組みま

す。

◇未利用・低利用財産の運用

市が保有する土地や建物などの財産の中で、活用・利用頻度が低

い土地や施設については、企業誘致等により、貸付や売却等を積極

的に実施することで、管理運営コストの低減と財産の有効活用に取

り組みます。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

公共施設の延べ床面積の総量削減率 2016年度 176,579m2 9%

普通財産の未利用・低利用地の件数 2019年度 ４件 ↓

総合戦略 〈関連するSDGs〉

〈関連する個別計画〉
「大川市公共施設等総合管理

計画」

※注釈

「PFI」
：【Private Finance 

Initiative】

　民間の資金や経営手法・技
術力を活用して公共施設な
どの社会資本を整備するこ
と。官民の役割分担を事前
に取り決め、公共施設の建
築や維持管理を民間企業に
任せ、効率的に良質な公共
サービスを提供しようとす
るもの。

「指定管理者制度」
：体育館や図書館など地方公

共団体が住民の福祉を増進
する目的で設置した公の施
設の管理運営を、地方公共
団体が指定した民間事業者
を含む法人・団体に行わせ
る制度。
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㉞ 連携体制
  取り組みの方向性  

○移住定住、地域振興、環境、防災、交通、観光など各分野において、

広域にまたがる行政課題に対し、広域連携による課題解決に取り組

みます。

○国際医療福祉大学福岡薬学部の開設に伴い、さらに多くの学生に住

んでいただき、暮らしやすいまちにするため、様々な分野で連携して

取り組むとともに、地域資源として大学や大学生との連携のもと、

産業振興、人材育成、保健福祉、文化・芸術等の分野で相互に協力

し、地域社会の発展と人材の育成等の事業に取り組みます。

  主な取り組み  

◇様々な広域連携体制の取り組み

久留米広域連携中枢都市圏や久留米広域市町村圏事務組合、筑

後七国や筑後川未来空間形成期成会等、広域的に観光振興や地域

振興に資する取り組みや点在する観光ルートの回遊性強化、筑後川

流域の整備振興、結婚サポート事業、都市圏での移住・定住の取り

組みなど、広域連携し、市民サービスの向上に取り組みます。

◇大学との連携推進

大川市民夏まつりや大川木工まつりといった大型のイベントだけ

でなく、保健センターでの各種健診事業や各種会議への委員参加な

ど、幅広い分野での連携事業を促進し、地域の活性化や行政サービ

スの向上に資する取り組みを行います。

また、学生が地域行事やイベント、ボランティア活動等に参加し、

市民や地域との交流の場を増やすことができるように国際医療福

祉大学や久留米大学と連携し、参加を促進します。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

久留米広域連携中枢都市圏で行う連携事業数 2018年度 41事業 ↑

国際医療福祉大学との連携事業数 2018年度 22事業 ↑

大川市に居住する国際医療福祉大学の学生数 2018年度 489人 800人

総合戦略 〈関連するSDGs〉

（２）行財政運営
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４ 行政経営 基本目標４ ～持続可能なまちづくり～



㉟ 市民（地域団体・NPO・民間事業
者等）との協働

  取り組みの方向性  

○地域の課題を地域住民が解決できるように、自主的な地域活動と子

どもから高齢者まで多世代が集うような活発な地域コミュニティ活

動を支援するとともに、行政のみではなく市民や地域団体・※NPO・

民間事業者等とあらゆる場面で連携し、協働によるまちづくりを推

進します。

  主な取り組み  

◇コミュニティ活動への支援

地域コミュニティが実施する研修に役立つ情報提供や助成及び

活動全体の相談・助言を行うとともに、地域で活躍するリーダーや

コーディネーターの育成を支援します。また、コミュニティセンター

を、今後も地域住民の集いの場として、より一層活用しやすい施設と

なるように整備・支援します。

◇協働によるまちづくりの推進

市民や地域団体・NPO・民間事業者など関係団体とともに、防

災・防犯活動や高齢者支援、子育て支援など、多岐にわたる様々な取

り組みに対して支援を行い、様々な場面において協働・連携します。

  【達成する指標】

指標の内容 現況値 2024年度
目標値

ファミリー・サポート・センターの「みまも
り会員」と「どっちも会員」の数（再掲）

2018年度 66人 100人

地域による水路清掃共同作業人員数
（再掲）

2018年度 9,174人 10,000人

全市一斉美化運動の参加者数（再掲） 2018年度 11,000人 11,500人

自主防災組織率（再掲） 2018年度 77% 100%

自治会加入率 2018年度 94.6% 96.0%

〈関連するSDGs〉

※注釈

「NPO」
：【Non-Profit Organization】

　非営利団体のこと。営利を
目的とせずに社会的な問題
に取り組む民間組織（民間
非営利団体）をいう。
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（３）市民との協働





総 合 戦 略
１  大川市人口ビジョン

２  ‌�第２期大川市まち・ひと・しごと創生総合戦略



（１） 人口ビジョンの位置づけ

※人口ビジョンは、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、総合戦略を策

定するに当たり、まち・ひと・しごと創生の実現に向けて効果的な施策を企

画立案するうえで重要な基礎として位置づけるものです。

この人口ビジョンは、総合計画を踏まえて、大川市における人口の現状を

分析し、人口に関する市民の意識を共有するとともに、今後目指すべき将

来の方向性と人口の将来を展望するものです。

（２） 対象期間

人口ビジョンの対象期間は、国の長期ビジョンの期間を踏まえ、2060年

とします。

（３） 人口の現状分析

① 大川市の人口動態
※自然動態に関しては、第１期総合戦略策定の前４年間の人口減少率は

0.65%でしたが、策定後は0.73%となり、人口減少が進んでいます。

〈関連する個別計画〉
「大川市まち・ひと・しごと

創生総合戦略」

※注釈

「人口ビジョン」
：人口の現状を分析し、今後目

指すべき将来の方向と人口の
将来展望を提示するもの。

「自然動態」
：出生や死亡に伴う人口の動き。

「社会動態」
：転入・転出に伴う人口の動き。

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
84 15 -12 35 -50 -48 -46 -82 -98 -111 -138 -120 -109 -169 -230 -203 -175 -235 -269 -278 -264 -202 -278 -287
449 398 348 393 356 331 323 299 293 282 295 272 277 265 240 258 249 235 215 194 224 240 213 220
365 383 360 358 406 379 369 381 391 393 433 392 386 434 470 461 424 470 484 472 488 442 491 507
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１ 大川市人口ビジョン



※社会動態に関しては、第１期総合戦略策定の前４年間の人口減少率は0.71%でしたが、策定後は

0.56%となり、人口減少に関しては多少抑制されています。

全体としての人口動態に関しては、第１期総合戦略策定の前４年間の人口減少率は1.35%でしたが、策

定後は1.29%となり、全体としては人口減少に一定の歯止めがかかったと言えます。
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第１期総合戦略策定

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
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資料：大川市統計年報より

資料：大川市統計年報より
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② 人口変化が及ぼす影響と今後の課題

年代別人口移動（社会増減）では、10代後半から30代前半の人たちの転出が特に多く、大学進学や就職

による流出が多くなっていると考えられます。30代後半からも転出超過の傾向はあるものの、大きな数字

にはなっていないため、就職と定住が大きく関わっていると考えられます。大学卒業生や就職世代を大川

市に留める、あるいは呼び戻すためには、雇用環境の確保が重要であると言えます。

人
数

2015 11 0 7 -6 -64 -78 -22 -8 -15 14 -9 -3 5 -1 1 -3 -9 -8 1

2016 27 14 -25 -28 -56 -66 -42 -6 -9 1 -2 -1 0 -6 3 -6 -16 -4 -5

2017 43 -3 -4 -16 -85 -51 -19 -18 -5 -10 -7 -8 2 0 5 -3 1 -7 -10

2018 13 -10 -19 11 -83 -43 -26 10 -17 -8 -7 -7 -8 2 2 -2 0 -5 2
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資料：住民基本台帳人口移動報告より
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［市町村間の人口移動］

●大川市への転入者が多いのは柳川市、大川市からの転出者が多いのは久留米市

・ ‌�大川市の2014年から2018年にかけての人口移動の状況をみると、転入者は4,644人、転出者は

5,748人であり、1,104人の転出超過となっています。

・ ‌�大川市への転入が最も多い都市は柳川市であり、５年間を通じて唯一転入超過（+33人）となって

います。次いで、久留米市、佐賀市、福岡市の順となっています。

・ ‌�大川市からの転出が最も多い都市は久留米市であり、次いで福岡市、柳川市、佐賀市の順となって

います。

・ ‌�大都市圏への転出入は、東京都市圏、大阪都市圏を合計すると-292人となり、福岡市に次いで転

出超過が２番目に多くなっています。

▲ 2014 年から 2018 年にかけての転入転出の主な相手先地域と転入転出者数
注１）東京都市圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）、大阪都市圏（大阪府、奈良県、兵庫県、京都府、和歌山県）とする。

※（ ）は転入から転出を引いた人数

資料：住民基本台帳人口移動報告より

大川市

東京都市圏

（‐232）

久留米市

（‐265）

福岡市

（‐310）

筑後市

（‐44）

佐賀市

（‐28）

大阪都市圏

（‐60）

大木町

（‐38）

柳川市

（＋33）

転入者 ：4,644人
転出者 ：5,748人
差 ：-1,104人
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812
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164

208
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123

183

120
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③ 大川市将来人口の推計

○パターン１

　‌�第１期総合戦略策定時の人口将来展望（2025年に出生率1.8、

2035年2.07かつ人口移動が均衡）

○パターン２

　‌�※社人研推計（2018年）をベースに2020年の国勢調査見込みを

加味した推計

○パターン３

　‌�‌�第１期総合戦略策定時の人口将来展望（2025年に出生率1.8、

2035年2.07かつ人口移動が均衡）を直近の実績値で推計

※注釈

「社人研推計」
：国立社会保障・人口問題研

究所が行う将来人口推計。

パターン1

パターン2

パターン3

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

37,400 36,600 35,500 34,400 33,200 32,200 31,100 30,000 29,000 28,200 27,400

37,448 34,838 32,716 30,769 28,495 26,223 23,983 21,803 19,772 17,839 16,005

37,448 34,838 33,815 32,956 31,845 30,824 29,826 28,818 27,904 27,077 26,400
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将来人口推計
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（４） 目指すべき将来の方向

今後、さらに人口減少が進むと、労働力の減少、消費需要の減少、少子高齢化による社会保障制度の維

持困難、地域の活力低下など様々な影響が懸念されます。

第１期総合戦略策定後の人口動態からは、人口減少に一定の歯止めはかかっているものの、策定時の目

標人口（2020年：35,500人）は下回っています。

大川市がこれからの人口問題に対応していくためには、出生率の向上による自然動態の改善と、移住・定

住人口の増加による社会動態の改善により人口減少に歯止めをかけるとともに、人口構造の若返りを図る

必要があります。そのためには、第１期総合戦略で掲げた次の３点について、「目指すべき将来の方向性」

として取り組みを強化し、効果的・効率的な社会基盤づくりを行う必要があります。

（１）若い世代の結婚・出産・子育ての希望を実現する

（２）近隣都市や福岡市、大都市圏への人口流出に歯止めをかける

（３）インテリア産業や農水産業などのさらなる振興を図り、雇用を創出する

（５） 人口の将来展望

第１期総合戦略策定時の人口目標に、直近の実績値で推計した新たな数値目標を立て、第２期総合戦略

の将来人口を設定します。

将来人口
（パターン３）

26,400人
（2060 年）
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（１） 総合戦略の位置づけ

総合戦略は、まち･ひと･しごと創生法第10条の規定に基づき、国及び県の総合戦略を勘案し、また、人

口ビジョンが描く将来像に向け、人口減少の抑制や地域の活性化などを実現するため、総合計画における

SDGsの考え方を踏まえ、本市の「まち・ひと・しごと創生」に向けた目標や施策の基本的方向、具体的な

施策をまとめたものです。

（２） 対象期間

総合戦略の対象期間は、2020年度から2024年度までの５年間とします。

（３） 策定に当たっての基本的視点

総合戦略の策定に当たっては、第１期総合戦略と同様に、人口ビジョンで設定した次の３点の将来の方

向性を基本的視点としています。

①若い世代の結婚・出産・子育ての希望を実現する

・ ‌�人口減少を克服するため、次代を担う若い世代が安心して働き、希望どおり結婚・出産・子育てを

することができる社会を実現する。

②近隣都市や福岡市、大都市圏への人口流出に歯止めをかける

・ ‌�近隣都市や福岡市、大都市圏への人口流出（特に若い世代）に歯止めをかけ、是正する。

・ ‌�また、筑後圏域の自治体や佐賀市との連携を深め、住環境の充実した衛星都市として、住みたい、

住み続けられる広域圏域を形成する。

・ ‌�人口減少に伴う地域の変化に柔軟に対応し、機能的・効率的で持続可能な社会基盤を構築する。

併せて、地域社会を構成する人々 が共に支え合い、安全で、安心して住み続けられる社会を実現す

る。

③インテリア産業や農水産業などのさらなる振興を図り、雇用を創出する

・ ‌�人口流出に歯止めをかけ転入者の増加を図るために、家具産業を核としたインテリア産業や、あま

おう・福岡有明のり等の農水産業などの振興を図り、大川市に住み、働く環境を実現する。

888888
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基本的視点をもとに、国の総合戦略が定める基本目標を勘案し、大川市の実情に合わせた４つの基本

目標を設定するとともに5年後の成果指標を設定します。なお、総合戦略として重点的に取り組む施策につ

いては、総合計画の基本計画の中から重点的な取り組みとして位置づけます。

基本目標Ⅰ： 産業振興と安定した雇用の創出
成果指標：有効求人倍率　1.16倍（2018年度）　→　1.0倍（2024年度）

① インテリア産業・商業　② 農水産業　④ 雇用創出・就業支援・企業誘致

基本目標Ⅱ： 結婚から子育てまでの切れ目ない支援
成果指標：合計特殊出生率　1.37（2018年度）　→　1.8（2024年度）

⑥ 子育て支援　⑦ 学校教育

基本目標Ⅲ： 大川への新しい人の流れの創出［移住・定住促進］
成果指標：総人口　34,473人（2018年度）　→　33,128人（2024年度）

③ 観光振興・地域交流　⑤ 広域的産業・観光振興の連携強化と拠点づくり
㉓ 景観・まち並みの保全

基本目標Ⅳ：時代に合った地域づくりと地域間連携
成果指標：大川市に住み続けたいと思う市民の割合　

� 74.6％（2018年度）　→　80.0％（2024年度）

⑩ 高齢者福祉　⑫ 健康・保健・医療　⑭ 公共交通　⑰ 新たな情報技術の活用
⑲ 防災　㉔ ごみの減量化　㉝ 公共施設最適化　㉞ 連携体制
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（４） 成果指標

基本目標Ⅰ  産業振興と安定した雇用の創出 成果指標  有効求人倍率 1.16 倍（2018 年度）→ 1.0 倍 （2024 年度）

基本施策 施策項目 主な取り組み
KPI ペ

ー
ジ指標内容 現況値 目標値

経 

済

（１）‌�産業の振興と‌
活性化

①インテリア産業・商業
　

◇ブランド力強化と更なるPRの推進
◇人材育成と経営基盤安定化の支援
◇インテリア関連団体との連携強化及び受注体制の

構築
◇官庁街、商店街及び大学周辺エリアを含めた中心

市街地への商業支援

木工製造業の生産高 2018年度 384億円 400億円

30
～
31

産業会館での家具展示会の入場者数（木工まつり時） 2018年度 43,231人 50,000人

②農水産業
　

◇多様な担い手による持続可能な地域農業の確立
◇高収益農業の推進と産地の育成
◇スマート農業の推進
◇農業生産基盤の整備と農村環境の保全
◇水産業の振興

認定新規就農者及び認定農業者数 2018年度 148経営体 163経営体

32
～
33

農業産出額
（うち野菜）

2017年度
31.4億円

（19.8億円）
33.4億円

(21.0億円)

スマート農業技術導入経営体数 2018年度 ９経営体 20経営体

ノリの生産額 2018年度 19.5億円 20.0億円

（２）‌�雇用の安定と‌
企業誘致

④雇用創出・就労支援・ 
　企業誘致
　‌�

◇勤労者対策の推進
◇雇用対策の推進
◇企業誘致の推進
◇優遇制度等の充実

勤労者福祉施設の利用者数 2018年度 39,905人 50,000人

35

有効求人倍率 2018年度 1.16倍 1.0倍
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（４） 成果指標

基本目標Ⅰ  産業振興と安定した雇用の創出 成果指標  有効求人倍率 1.16 倍（2018 年度）→ 1.0 倍 （2024 年度）

基本施策 施策項目 主な取り組み
KPI ペ

ー
ジ指標内容 現況値 目標値

経 

済

（１）‌�産業の振興と‌
活性化

①インテリア産業・商業
　

◇ブランド力強化と更なるPRの推進
◇人材育成と経営基盤安定化の支援
◇インテリア関連団体との連携強化及び受注体制の

構築
◇官庁街、商店街及び大学周辺エリアを含めた中心

市街地への商業支援

木工製造業の生産高 2018年度 384億円 400億円

30
～
31

産業会館での家具展示会の入場者数（木工まつり時） 2018年度 43,231人 50,000人

②農水産業
　

◇多様な担い手による持続可能な地域農業の確立
◇高収益農業の推進と産地の育成
◇スマート農業の推進
◇農業生産基盤の整備と農村環境の保全
◇水産業の振興

認定新規就農者及び認定農業者数 2018年度 148経営体 163経営体

32
～
33

農業産出額
（うち野菜）

2017年度
31.4億円

（19.8億円）
33.4億円

(21.0億円)

スマート農業技術導入経営体数 2018年度 ９経営体 20経営体

ノリの生産額 2018年度 19.5億円 20.0億円

（２）‌�雇用の安定と‌
企業誘致

④雇用創出・就労支援・ 
　企業誘致
　‌�

◇勤労者対策の推進
◇雇用対策の推進
◇企業誘致の推進
◇優遇制度等の充実

勤労者福祉施設の利用者数 2018年度 39,905人 50,000人

35

有効求人倍率 2018年度 1.16倍 1.0倍
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基本目標Ⅱ  結婚から子育てまでの切れ目ない支援 成果指標  合計特殊出生率 1.37（2018 年度）→ 1.8（2024 年度）

基本施策 施策項目 主な取り組み
KPI ペ

ー
ジ指標内容 現況値 目標値

社 

会
（１）‌�子育て支援・‌

教育の充実

⑥子育て支援
　

　

◇保育サービスの充実
◇子育て支援総合施設の整備と子育て支援の充実
◇出会いサポート事業の充実

延長・一時・休日保育の利用者数 2018年度 883人 1,000人

40
～
41

子育て支援総合施設の利用者数 2018年度
9,000人

（現子育て支援セ
ンター参考値）

30,000人

ファミリー・サポート・センターの「みまもり会員」と
「どっちも会員」の数

2018年度 66人 100人

⑦学校教育
　

　

◇中学校統合を活かした教育体制の整備
◇確かな学力、豊かな心、健やかな体の育成
◇多様な教育的ニーズへの支援
◇伝統文化・ふるさと学習、キャリア（生き方）教育の

推進
◇国際的視野を育成する取り組みの促進
◇安全で安心な教育環境の整備と安全教育の推進
◇コミュニティ・スクール制度の充実

全国学力調査の全国を100とした標準化得点
（国語、算数・数学）

2018年度
小　98.7
中　96.6

全国平均を上回る

42
～
44

全国学習状況調査で自尊感情「自分にはよいところが
ある」と答えた割合

2018年度

小 79.5%
（全国 84.0%）

中 73.1%
（全国 78.8%）

全国平均を上回る

全国体力テストで総合評価Ａ（優れている）とＢ
（やや優れている）の割合

2018年度

小 49.3%
（全国 41.3%）

中 38.7%
（全国 50.1%）

全国平均を上回る

不登校児童生徒の割合 2018年度
小 １人 / 294人
中 １人 / 20人

全国平均を下回る

全国学習状況調査で自己有用感「役立つ人間になりたい」
と答えた割合

2018年度

小 96.7%
（全国 95.2%）

中 96.0%
（全国 94.9%）

全国平均を上回る

英語外部検定試験の得点率 2018年度

小 60.9%
（全国 63.5%）

中 43.2%
（全国 57.6%）

全国平均を上回る

基本目標Ⅲ  大川への新しいひとの流れの創出［移住・定住促進］ 成果指標  総人口 34,473 人（2018 年度）→ 33,128 人（2024 年度）

基本施策 施策項目 主な取り組み
KPI ペ

ー
ジ指標内容 現況値 目標値

経
済

（１）‌�産業の振興と‌
活性化

③観光振興・地域交流
　

◇観光資源の発掘・創出
◇体験型観光の推進
◇観光ＰＲの推進と受け入れ環境の整備
◇観光資源の連携による回遊性の創出と広域観光

の推進

観光入込客数 2018年度 781,000人 925,000人

34

筑後川昇開橋通行者数（テラッツァ含む） 2018年度 75,864人 100,000人

（３）‌�環有明海地域の連携
と活性化

⑤広域的産業・観光振興の 
　連携強化と拠点づくり
　

◇環有明海地域の連携した取り組み
◇「大川の駅」の整備・推進

— — — 36

環
境（１）‌�環境保全の推進

㉓景観・まち並みの保全
　 ◇歴史的資源やまち並みの保全

◇自然・歴史的資源の保全と情報発信

旧吉原家住宅の年間入館者数（再掲） 201６年度 4,412人 10,000人
63

筑後川昇開橋の通行者数（テラッツァ含む）（再掲） 2018年度 75,864人 100,000人

929292

２ 第２期大川市まち・ひと・しごと創生総合戦略



基本目標Ⅱ  結婚から子育てまでの切れ目ない支援 成果指標  合計特殊出生率 1.37（2018 年度）→ 1.8（2024 年度）

基本施策 施策項目 主な取り組み
KPI ペ

ー
ジ指標内容 現況値 目標値

社 

会
（１）‌�子育て支援・‌

教育の充実

⑥子育て支援
　

　

◇保育サービスの充実
◇子育て支援総合施設の整備と子育て支援の充実
◇出会いサポート事業の充実

延長・一時・休日保育の利用者数 2018年度 883人 1,000人

40
～
41

子育て支援総合施設の利用者数 2018年度
9,000人

（現子育て支援セ
ンター参考値）

30,000人

ファミリー・サポート・センターの「みまもり会員」と
「どっちも会員」の数

2018年度 66人 100人

⑦学校教育
　

　

◇中学校統合を活かした教育体制の整備
◇確かな学力、豊かな心、健やかな体の育成
◇多様な教育的ニーズへの支援
◇伝統文化・ふるさと学習、キャリア（生き方）教育の

推進
◇国際的視野を育成する取り組みの促進
◇安全で安心な教育環境の整備と安全教育の推進
◇コミュニティ・スクール制度の充実

全国学力調査の全国を100とした標準化得点
（国語、算数・数学）

2018年度
小　98.7
中　96.6

全国平均を上回る

42
～
44

全国学習状況調査で自尊感情「自分にはよいところが
ある」と答えた割合

2018年度

小 79.5%
（全国 84.0%）

中 73.1%
（全国 78.8%）

全国平均を上回る

全国体力テストで総合評価Ａ（優れている）とＢ
（やや優れている）の割合

2018年度

小 49.3%
（全国 41.3%）

中 38.7%
（全国 50.1%）

全国平均を上回る

不登校児童生徒の割合 2018年度
小 １人 / 294人
中 １人 / 20人

全国平均を下回る

全国学習状況調査で自己有用感「役立つ人間になりたい」
と答えた割合

2018年度

小 96.7%
（全国 95.2%）

中 96.0%
（全国 94.9%）

全国平均を上回る

英語外部検定試験の得点率 2018年度

小 60.9%
（全国 63.5%）

中 43.2%
（全国 57.6%）

全国平均を上回る

基本目標Ⅲ  大川への新しいひとの流れの創出［移住・定住促進］ 成果指標  総人口 34,473 人（2018 年度）→ 33,128 人（2024 年度）

基本施策 施策項目 主な取り組み
KPI ペ

ー
ジ指標内容 現況値 目標値

経
済

（１）‌�産業の振興と‌
活性化

③観光振興・地域交流
　

◇観光資源の発掘・創出
◇体験型観光の推進
◇観光ＰＲの推進と受け入れ環境の整備
◇観光資源の連携による回遊性の創出と広域観光

の推進

観光入込客数 2018年度 781,000人 925,000人

34

筑後川昇開橋通行者数（テラッツァ含む） 2018年度 75,864人 100,000人

（３）‌�環有明海地域の連携
と活性化

⑤広域的産業・観光振興の 
　連携強化と拠点づくり
　

◇環有明海地域の連携した取り組み
◇「大川の駅」の整備・推進

— — — 36

環
境（１）‌�環境保全の推進

㉓景観・まち並みの保全
　 ◇歴史的資源やまち並みの保全

◇自然・歴史的資源の保全と情報発信

旧吉原家住宅の年間入館者数（再掲） 201６年度 4,412人 10,000人
63

筑後川昇開橋の通行者数（テラッツァ含む）（再掲） 2018年度 75,864人 100,000人

9393

総 

合 

戦 

略

93



基本目標Ⅳ  時代に合った地域づくりと地域間連携 成果指標  大川市に住み続けたいと思う市民の割合  74.6%（2018 年度）→ 80% （2024 年度）

基本施策 施策項目 主な取り組み
KPI ペ

ー
ジ指標内容 現況値 目標値

社
会

（2）‌�健康・保健・福祉の‌
充実

⑩高齢者福祉
　

◇高齢者の介護予防と生きがいづくりの支援
◇高齢者の安全安心な生活の確保
◇認知症についての正しい理解の促進

介護予防サポーター数 2018年度 71人 120人

47緊急通報システム登録者数 2018年度 80人 120人

認知症サポーター数 2018年度 3,446人 6,000人

⑫健康・保健・医療
　

◇市民の自主的な健康づくり
◇がん検診・特定健康診査・その他各種予防事業の

推進

特定健康診査受診率 2018年度 27.7% 60%

49

特定保健指導実施率 2018年度 54.4% 60%

がん検診の受診率

胃がん 2018年度 5.8% 10%

肺がん 2018年度 8.4% 10%

大腸がん 2018年度 6.4% 10%

乳がん 2018年度 17.0% 20%

子宮頸がん 2018年度 14.7% 20%

（３）市民生活の充実

⑭公共交通
　

◇公共交通の確保
◇時代に適した公共交通体系の構築

バス路線維持のために補助金を支出している路線の年間
延べ利用者数

2018年度 288,768人 ↑ 51

⑰新たな情報技術の活用
　

◇「Society5.0」時代への対応した未来技術の活用
の検討

◇情報セキュリテイ対策と情報公開の適切な運用
ー ー ー ー 55

（４）‌�安全安心な‌
まちづくりの推進

⑲防災
　 ◇自主防災組織の設立推進及び自主防災活動の充実

◇地域の消防・防災体制の充実と危機事象への対応

自主防災組織率 2018年度 77% 100%

57
防災訓練等の開催数、参加者数 2018年度

24回
1,304人

30回
1,500人

環
境
（２）‌�低炭素・循環型社会の

形成

㉔ごみの減量化
　

　

　

◇ごみの減量化と資源化の推進
◇環境学習・環境教育の推進
◇ごみ処分方法の方針決定に向けた取り組み

ごみの総排出量 2018年度 9,911トン 8,760トン

64

ごみの資源化量（焼却灰資源化含） 2018年度 2,163トン ２,703トン

行
政
経
営
（２）行財政運営

㉝公共施設最適化
　

◇優先度の設定による維持管理の推進と施設の運
営方法の見直し

◇未利用・低利用財産の運用

公共施設の延べ床面積の総量削減率 2016年度 176,579m2 9％
77

普通財産の未利用・低利用地の件数 2019年度 ４件 ↓

㉞連携体制
　 ◇様々な広域連携体制の取り組み

◇大学との連携推進

久留米広域連携中枢都市圏で行う連携事業数 2018年度 41事業 ↑

78国際医療福祉大学との連携事業数 2018年度 22事業 ↑

大川市に居住する国際医療福祉大学の学生数 2018年度 489人 800人

949494

２ 第２期大川市まち・ひと・しごと創生総合戦略



基本目標Ⅳ  時代に合った地域づくりと地域間連携 成果指標  大川市に住み続けたいと思う市民の割合  74.6%（2018 年度）→ 80% （2024 年度）

基本施策 施策項目 主な取り組み
KPI ペ

ー
ジ指標内容 現況値 目標値

社
会

（2）‌�健康・保健・福祉の‌
充実

⑩高齢者福祉
　

◇高齢者の介護予防と生きがいづくりの支援
◇高齢者の安全安心な生活の確保
◇認知症についての正しい理解の促進

介護予防サポーター数 2018年度 71人 120人

47緊急通報システム登録者数 2018年度 80人 120人

認知症サポーター数 2018年度 3,446人 6,000人

⑫健康・保健・医療
　

◇市民の自主的な健康づくり
◇がん検診・特定健康診査・その他各種予防事業の

推進

特定健康診査受診率 2018年度 27.7% 60%

49

特定保健指導実施率 2018年度 54.4% 60%

がん検診の受診率

胃がん 2018年度 5.8% 10%

肺がん 2018年度 8.4% 10%

大腸がん 2018年度 6.4% 10%

乳がん 2018年度 17.0% 20%

子宮頸がん 2018年度 14.7% 20%

（３）市民生活の充実

⑭公共交通
　

◇公共交通の確保
◇時代に適した公共交通体系の構築

バス路線維持のために補助金を支出している路線の年間
延べ利用者数

2018年度 288,768人 ↑ 51

⑰新たな情報技術の活用
　

◇「Society5.0」時代への対応した未来技術の活用
の検討

◇情報セキュリテイ対策と情報公開の適切な運用
ー ー ー ー 55

（４）‌�安全安心な‌
まちづくりの推進

⑲防災
　 ◇自主防災組織の設立推進及び自主防災活動の充実

◇地域の消防・防災体制の充実と危機事象への対応

自主防災組織率 2018年度 77% 100%

57
防災訓練等の開催数、参加者数 2018年度

24回
1,304人

30回
1,500人

環
境
（２）‌�低炭素・循環型社会の

形成

㉔ごみの減量化
　

　

　

◇ごみの減量化と資源化の推進
◇環境学習・環境教育の推進
◇ごみ処分方法の方針決定に向けた取り組み

ごみの総排出量 2018年度 9,911トン 8,760トン

64

ごみの資源化量（焼却灰資源化含） 2018年度 2,163トン ２,703トン

行
政
経
営
（２）行財政運営

㉝公共施設最適化
　

◇優先度の設定による維持管理の推進と施設の運
営方法の見直し

◇未利用・低利用財産の運用

公共施設の延べ床面積の総量削減率 2016年度 176,579m2 9％
77

普通財産の未利用・低利用地の件数 2019年度 ４件 ↓

㉞連携体制
　 ◇様々な広域連携体制の取り組み

◇大学との連携推進

久留米広域連携中枢都市圏で行う連携事業数 2018年度 41事業 ↑

78国際医療福祉大学との連携事業数 2018年度 22事業 ↑

大川市に居住する国際医療福祉大学の学生数 2018年度 489人 800人

9595

総 

合 

戦 

略

95





資 料 編
１  ‌�大川市未来を語る作文コンクール 

最優秀作品

２  ‌�大川市第５次長期総合計画における 

市民の施策に対する重要度と満足度　　　
� （市民アンケート調査より）

３  ‌�大川市第６次総合計画について （諮問）

４  ‌�大川市第６次総合計画について （答申）

５  ‌�大川市第６次総合計画策定の経過

６  ‌�大川市総合計画審議会委員



１ 大川市未来を語る作文コンクール最優秀作品

（小学生の部受賞作品）宮前小学校　五年　　田毎　綾花　さん

（中学生の部受賞作品）大川東中学校　二年　　甲斐田　希美　さん

十
年
後
の
大
川

�

宮
前
小
学
校
　
五
年
　
田
毎
　
綾
花

十
年
後
、
二
十
才
の
わ
た
し
は
、
夢

に
向
か
っ
て
大
学
で
勉
強
し
て
い
る
と

思
い
ま
す
。
そ
の
と
き
、
「
こ
ん
な
大

川
に
な
っ
て
い
て
ほ
し
い
」
と
考
え
た

こ
と
を
三
つ
し
ょ
う
か
い
し
ま
す
。

一
つ
目
は
、
交
通
が
便
利
で
い
ろ
ん

な
所
へ
気
軽
に
出
か
け
る
こ
と
が
で
き

る
大
川
で
す
。
今
の
大
川
に
は
駅
や
空
港
が
な
く
、
遠
く
へ
遊
び

に
行
く
と
き
、
少
し
不
便
で
す
。
わ
た
し
は
、
大
川
に
は
筑
後
川

が
あ
る
の
で
、
船
を
使
っ
て
久
る
米
な
ど
へ
行
け
る
よ
う
に
な
る

と
便
利
だ
と
思
い
ま
す
。
そ
し
た
ら
、
大
川
か
ら
大
学
に
通
学
し

や
す
く
な
る
し
、
遠
く
の
大
学
に
行
っ
て
も
、
休
日
に
す
ぐ
に

帰
っ
て
こ
れ
ま
す
。

二
つ
目
は
、
世
界
で
有
名
な
家
具
の
ま
ち
大
川
で
す
。
そ
の
た

め
に
、
「
家
具
博
物
館
」
を
つ
く
り
、
そ
こ
で
大
川
の
家
具
の
よ

さ
や
家
具
作
り
へ
の
こ
だ
わ
り
な
ど
を
し
ょ
う
か
い
す
る
と
い
い

と
思
い
ま
す
。
家
具
作
り
の
体
験
コ
ー
ナ
ー
や
、
自
分
が
デ
ザ
イ

ン
し
た
家
具
を
作
っ
て
も
ら
え
る
コ
ー
ナ
ー
、
お
年
よ
り
や
体
の

不
自
由
な
人
の
た
め
の
家
具
コ
ー
ナ
ー
な
ど
も
作
る
と
、
た
く
さ

ん
の
人
が
来
て
く
れ
る
と
思
い
ま
す
。
ま
た
、
木
工
ま
つ
り
に

も
、
い
ろ
ん
な
国
の
人
に
来
て
も
ら
い
た
い
で
す
。
そ
の
た
め
に

も
、
も
っ
と
交
通
が
便
利
に
な
れ
ば
い
い
と
思
い
ま
す
。

三
つ
目
は
、
美
し
い
ま
ち
大
川
で
す
。
学
校
で
美
化
活
動
に
出

か
け
る
と
、
お
か
し
の
ふ
く
ろ
や
タ
バ
コ
の
す
い
が
ら
な
ど
が
落

ち
て
い
ま
す
。
十
年
後
は
、
ゴ
ミ
が
落
ち
て
い
な
い
、
そ
し
て
、

花
や
木
な
ど
の
自
然
が
美
し
い
大
川
に
な
っ
て
い
て
ほ
し
い
で

す
。
「
イ
チ
ョ
ウ
通
り
」
だ
け
で
な
く
、
「
サ
ク
ラ
通
り
」
「
ハ

ナ
ミ
ズ
キ
通
り
」
も
あ
る
と
い
い
と
思
い
ま
す
。
ま
た
、
市
民
全

員
で
家
の
前
に
植
物
を
か
ざ
っ
て
、
「
チ
ュ
ー
リ
ッ
プ
通
り
」

「
ヒ
マ
ワ
リ
通
り
」
を
つ
く
る
と
気
持
ち
も
一
つ
に
な
れ
て
い
い

と
思
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
三
つ
が
現
実
に
な
り
、
も
っ
と
便
利
で
楽
し
く
、

気
持
ち
よ
く
く
ら
せ
る
大
川
に
な
っ
て
い
る
と
う
れ
し
い
で
す
。

そ
ん
な
大
川
に
な
る
よ
う
に
、
わ
た
し
に
も
出
来
る
こ
と
が
な
い

か
考
え
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

自
然
豊
か
な
町
　
大
川

�

大
川
東
中
　
二
年
　
甲
斐
田
　
希
美

大
川
は
一
歩
一
歩
、
確
実
に
発
展
し
て
い
る
。
そ
の
一
方

で
、
自
然
が
ど
ん
ど
ん
、
ど
ん
ど
ん
、
少
な
く
な
っ
て
い
る
。

私
は
田
ん
ぼ
が
た
く
さ
ん
あ
る
大
川
が
大
好
き
だ
。
最
近
、

大
川
に
は
田
ん
ぼ
や
畑
が
減
っ
て
き
た
と
思
う
。
そ
れ
は
、
発

展
し
て
い
る
か
ら
だ
。
も
っ
と
環
境
に
優
し
く
、
自
然
を
生
か

し
た
観
光
や
イ
ベ
ン
ト
は
で
き
な
い
の
だ
ろ
う
か
。

私
は
、
自
然
や
環
境
の
大
切
さ
に
つ
い
て
学
ん
だ
。
私
が
小

学
、
一
年
の
六
月
ぐ
ら
い
の
と
き
だ
っ
た
と
思
う
。
田
ん
ぼ
の
中
に
は
水
が
た
く
さ
ん
は

い
っ
て
い
て
ま
る
で
プ
ー
ル
の
よ
う
だ
っ
た
。
そ
こ
で
泳
い
で
い
る
の
は
、
カ
エ
ル
、
そ
し

て
オ
タ
マ
ジ
ャ
ク
シ
。
学
校
の
帰
り
道
、
い
つ
も
カ
エ
ル
を
見
て
、
帰
っ
て
い
た
。
そ
し

て
、
夜
、
寝
る
と
き
に
は
、
カ
エ
ル
の
合
唱
が
あ
っ
て
い
た
。
私
は
お
母
さ
ん
と
、
そ
れ
を

こ
も
り
歌
が
わ
り
に
し
て
、
い
つ
も
寝
て
い
た
。
カ
エ
ル
は
と
て
も
楽
し
そ
う
だ
っ
た
。

け
れ
ど
、
あ
る
日
。
窓
か
ら
見
る
風
景
は
、
変
わ
っ
て
い
た
。
あ
の
き
れ
い
な
緑
色
の
風

景
は
ど
こ
へ
い
っ
た
の
だ
ろ
う
。
田
ん
ぼ
は
な
く
な
っ
て
い
た
。
す
べ
て
コ
ン
ク
リ
ー
ト
に

な
っ
て
い
た
。
お
店
が
建
っ
た
の
だ
っ
た
。

そ
し
て
今
、
中
学
二
年
生
、
六
月
。
カ
エ
ル
の
声
を
聴
く
こ
と
は
な
く
な
っ
た
。
改
め

て
、
自
然
や
環
境
の
大
切
さ
に
つ
い
て
思
い
知
っ
た
。
悲
し
く
な
っ
た
。

私
は
、
そ
こ
で
、
考
え
た
。
自
然
を
生
か
し
た
観
光
や
イ
ベ
ン
ト
を
す
る
こ
と
は
で
き
な

い
の
だ
ろ
う
か
、
と
。
私
の
考
え
を
紹
介
す
る
。

一
つ
目
。
自
然
を
生
か
し
た
観
光
名
所
を
つ
く
る
こ
と
。
大
川
に
は
、
昇
開
橋
、
な
ど
な

ど
、
あ
ま
り
た
く
さ
ん
あ
る
わ
け
で
は
な
い
。
な
の
で
、
季
節
ご
と
に
よ
っ
て
お
花
が
変
わ

る
、
お
花
畑
公
園
を
つ
く
っ
た
ら
良
い
と
思
う
。
お
花
見
を
す
る
ス
ペ
ー
ス
な
ど
を
つ
く
っ

て
も
良
い
と
思
う
。
し
か
し
、
お
花
だ
け
で
は
お
も
し
ろ
く
な
い
の
で
自
然
の
木
々
な
ど
を

使
っ
て
、
自
然
の
ア
ス
レ
チ
ッ
ク
な
ど
も
つ
く
っ
て
ほ
し
い
。

二
つ
目
。
自
然
を
使
っ
て
イ
ベ
ン
ト
を
つ
く
る
こ
と
。
大
川
の
大
き
い
イ
ベ
ン
ト
は
木
工

祭
と
、
あ
ま
り
多
く
な
い
。
な
の
で
、
お
花
見
祭
り
と
い
う
イ
ベ
ン
ト
を
つ
く
っ
た
ら
い

い
と
思
う
。
一
つ
目
で
紹
介
し
た
、
お
花
畑
公
園
で
春
夏
秋
冬
の
季
節
の
お
花
が
変
わ
る
こ

ろ
に
、
ち
ょ
っ
と
し
た
、
イ
ベ
ン
ト
を
す
る
と
良
い
か
な
と
思
う
。
季
節
ご
と
に
お
花
が
変

わ
っ
て
と
っ
て
も
き
れ
い
だ
と
思
う
か
ら
だ
。

私
は
、
大
川
を
発
展
さ
せ
る
こ
と
だ
け
で
な
く
、
自
然
や
環
境
を
大
事
に
し
て
い
き
た
い

と
思
う
。
両
立
し
て
進
め
る
こ
と
は
と
て
も
難
し
い
と
思
う
。
け
れ
ど
私
は
畑
や
田
ん
ぼ

が
た
く
さ
ん
あ
る
大
川
も
大
好
き
だ
。
自
然
を
使
っ
て
、
観
光
や
イ
ベ
ン
ト
を
つ
く
る
こ
と

も
、
不
可
能
で
は
な
い
。
み
ん
な
が
望
む
よ
う
な
10
年
後
の
大
川
で
は
な
い
か
も
し
れ
な
い

け
れ
ど
、
ど
ん
ど
ん
発
展
し
て
い
っ
て
自
然
が
な
く
な
り
、
環
境
が
と
て
も
悪
く
な
る
よ

り
、
今
か
ら
で
も
少
し
ず
つ
、
自
然
を
大
切
に
す
る
大
川
を
つ
く
っ
て
い
き
た
い
と
思
う
。

【タイトル】
「私が住みたい10年後の大川のまち」～あなたの夢や願い、希望を聴かせてください～
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２ ‌�大川市第５次長期総合計画における市民の施策に対する
重要度と満足度（市民アンケート調査より）

インテリア産業の振興地域経済の活性化

観光振興

商店街の活性化
農水産業の振興

クリークの保全・整備

道路の整備

公園・緑地の整備

交通安全の推進

防犯対策の推進

防災対策の推進

環境問題への対応

バス等の公共交通網の充実

移住・定住の促進

住環境の整備

医療体制の充実

健康づくりの推進

地域福祉の充実

児童福祉の充実
障がい者（児）福祉の充実

高齢者福祉の充実
社会保障の充実

子育て環境整備や支援の充実

学校教育の充実

スポーツ活動の振興

生涯学習の充実

地域の伝統文化や芸術の振興

男女共同参画の推進

国際化社会への対応

転入子育て世帯の家賃補助

新婚世帯の家賃補助

保育料の減額

不妊治療への助成拡充

市役所窓口や電話での市職員の対応
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ク
リ
ー
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保
全
・
整
備

道
路
の
整
備
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園
・
緑
地
の
整
備

交
通
安
全
の
推
進

防
犯
対
策
の
推
進

防
災
対
策
の
推
進

環
境
問
題
へ
の
対
応

バ
ス
等
の
公
共
交
通
網
の
充
実

地
域
を
支
え
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
形
成

移
住
・
定
住
の
促
進

住
環
境
の
整
備

医
療
体
制
の
充
実

健
康
づ
く
り
の
推
進

地
域
福
祉
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充
実

児
童
福
祉
の
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実

障
が
い
者
（
児
）
福
祉
の
充
実

高
齢
者
福
祉
の
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実

社
会
保
障
の
充
実

子
育
て
環
境
整
備
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支
援
の
充
実

学
校
教
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充
実

ス
ポ
ー
ツ
活
動
の
振
興

生
涯
学
習
の
充
実

地
域
の
伝
統
文
化
や
芸
術
の
振
興

男
女
共
同
参
画
の
推
進

国
際
化
社
会
へ
の
対
応

転
入
子
育
て
世
帯
の
家
賃
補
助

新
婚
世
帯
の
家
賃
補
助

保
育
料
の
減
額

不
妊
治
療
へ
の
助
成
拡
充

市
役
所
窓
口
や
電
話
で
の
市
職
員
の
対
応

効
率
的
な
市
の
行
財
政
の
推
進

満足度 重要度

地域を支えるコミュニティの形成

効率的な市の行財政の推進
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３ 大川市第６次総合計画について（諮問）

大川企企第 43 号

平成 31年１月30 日

大川市総合計画審議会

　　会 長　 大 薮  志 保 子　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　

� 大川市長　　倉　重　良　一

大川市第６次総合計画について（諮問）

　大川市総合計画審議会規則（昭和 53 年大川市規則第18 号）第２条の

規定に基づき、大川市第６次総合計画の策定にあたり、貴会の意見を求めま

す。
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４ 大川市第６次総合計画について（答申）

令和元年１０月２５日

　大川市長　　倉　重　良　一　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　大川市総合計画審議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　大　薮　志　保　子

大川市第６次総合計画について（答申）

　平成３１年１月３０日付け大川企企第４３号で諮問があった、大川市 

第６次総合計画について、大川市総合計画審議会規則第 2 条に基づ 

き、下記のとおり答申する。

記

　大川市第６次総合計画（案）について、総合計画審議会において、 

諮問に基づき慎重に審議を重ねてきたところであるが、基本構想、基本 

計画ともに原案の内容については概ね妥当なものと認められる。

　なお、本計画の推進にあたっては、社会経済環境の変化に柔軟に対応 

しながら、広く市民の理解と協力を求め、計画的な行財政運営を着実に 

実行し、目標が達成できるよう効果的、効率的な施策の実施に留意され 

たい。
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５ 大川市第６次総合計画策定の経過

期　　日 内　　　　　容

平成30年
� ３月26日

大川市第６次総合計画策定方針の決定

平成30年
６月21日

第１回マスタープラン策定委員会、企画主任会議合同会議
【大川市第６次総合計画策定方針・市民アンケートについての説明】

平成30年 ７月
� ～  10月

市民アンケート、事業者アンケート、外国人アンケート、職員アンケート
転入・転出者アンケート、WEBアンケート実施及び回収
市民アンケート	 回収数：4,100／5,000	 回収率：82％
事業者アンケート	 回収数：　229／500	 回収率：45.8％
外国人アンケート	 回収数：　114／150	 回収率：76％
職員アンケート	 回収数：244　　転入・転出者アンケート　回収数：99
ＷＥＢアンケート	 回答数：516

平成30年 ７月
� ～  ８月

小中学生作文コンクール実施「大川市未来を語る作文コンクール」
「私が住みたい10年後の大川のまち」～あなたの夢や願い、希望を聴かせてください～
応募数：小学校244　中学校74

平成30年
９月19日

第２回企画主任会議
【市民アンケートの回収状況報告】

平成30年
10月10日

三役インタビュー実施（市長・副市長・教育長）

平成30年
� 10月22日

高校生・大学生と市三役との座談会実施（大川樟風高校・国際医療福祉大学）

平成30年
10月26日

第３回企画主任会議【市民アンケートの結果報告】

平成30年
11月17日

「大川市未来を語る作文コンクール」表彰式
（大川市文化センター小ホール）

平成30年12月 大川市総合計画審議会公募委員の募集・締切・審査・決定

平成31年
１月18日

第２回マスタープラン策定委員会
【総合計画審議会員の決定について・第１回総合計画審議会資料の確認】

平成31年
１月30日

第１回大川市総合計画審議会
【大川市第６次総合計画の諮問、審議委員の委嘱、資料配付及び説明】

平成31年
２月25日

第２回大川市総合計画審議会
【大川市における主要課題の説明及び決定】

平成31年
３月18日

第３回マスタープラン策定委員会
【主要課題の整理・基本構想（案）の内容確認】

102102



期　　日 内　　　　　容

平成31年
３月25日

第３回大川市総合計画審議会
【主要課題の整理・基本構想（案）の提案】

平成31年
３月26日

大川市政に係る基本的な策定等の手続きに関する条例の廃止
大川市総合計画条例の施行

平成31年
３月29日

大川市総合計画策定委員会規程の改正

令和元年
５月24日

第４回大川市総合計画審議会
【基本構想（修正案）の提案、基本計画（案）についての審議】

令和元年
６月12日

第４回総合計画策定委員会【基本計画の策定方法及び内容確認についての審議】
※マスタープラン策定委員会の名称を変更

令和元年
７月５日

第５回大川市総合計画審議会（分科会）
【基本計画（経済分野・環境分野・社会分野）の審議】

令和元年 ７月
～ ９月

各課による基本計画（案）の内容修正

令和元年
� ７月26日

第６回大川市総合計画審議会
【基本計画（社会分野）の審議】

令和元年
� ８月５日

第５回総合計画策定委員会
【基本構想（案）の内容確認・基本計画（案）の内容修正】

令和元年
８月９日

第７回大川市総合計画審議会
【基本計画（行政経営分野）・基本構想（案）の審議】

令和元年
９月19日

第８回大川市総合計画審議会
【基本構想（案）及び基本計画（案）についての審議】

令和元年
９月27日

第９回大川市総合計画審議会
【パブリックコメントについての説明・答申案についての審議】

令和元年
10月１日

～15日

パブリックコメント実施
10月１日号市報及び大川市ホームページにて募集

令和元年
10月21日

第６回総合計画策定委員会
【パブリックコメントの結果報告及び答申（案）の内容確認】

令和元年
10月25日

大川市総合計画審議会から大川市長へ答申

令和元年
12月13日

大川市議会において基本構想を議決
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６ 大川市総合計画審議会委員

令和元年10月25日現在

大川市総合計画審議会委員

会　　　長　　　　　　大　薮　志保子

副　会　長　　　　　　髙　田　忠　宜

機関･団体等の名称 役　職 氏　名

大 川 商 工 会 議 所 会 頭 津　村　洋一郎

協同組合福岡・大川家具工業会 副 理 事 長 岡　　　正　史

大 川 建 具 事 業 協 同 組 合 副 理 事 長 角　　明　　成

大 川 観 光 協 会 副 会 長 大　和　寿　子

福 岡 大 城 農 業 協 同 組 合 大 川 支 店 長 酒　見　久　典

大 川 市 漁 協 連 絡 協 議 会 会 長 山　田　英　明

大 川 市 社 会 福 祉 協 議 会 事 務 局 長 中　島　久　幸

大 川 三 潴 医 師 会 酒　井　祐　子

大川市民生委員児童委員協議会 副 会 長 石　橋　賢　次

大 川 市 区 長 会 会 長 杉　　　利　夫

大 川 市 老 人 ク ラ ブ 連 合 会 女 性 部 長 古　賀　政　子

大 川 連 合 婦 人 会 副 会 長 今　村　佳　子

（ 社 ）大 川 青 年 会 議 所 理 事 長 髙　田　忠　宜

九州北部税理士会　大川支部 支 部 長 松　本　孝　文

大 川 市 P T A 連 合 会 副 会 長 龍　　　なおみ

大 川 市 P T A 連 合 会 副 会 長 中　島　理　子

大 川 市 保 育 協 会 理 事 阿　曇　洋　子

国際医療福祉大学　保健医療学部 准 教 授 新　川　寿　子

久 留 米 大 学 　 法 学 部 准 教 授 大　薮　志保子

公 募 委 員 田　中　麻　希

（敬称略）
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大川市第６次総合計画
《第2期 まち・ひと・しごと創生総合戦略》

2020年 3月
大川市　企画課

2020年度 ～ 2029年度

大川市は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。
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